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頃からは前年比三〇％増以上の伸びが続いている。この伸びは二〇〇〇年代後半にさらに伸び、〇五年以後〇八年までの貿易をみると、中国の対アフリカ輸入の伸びはアフリカ平均で二・六倍となった。なかでもとりわけ大きい伸びを示して国はボツワナ、ＤＲＣコンゴ、カメルーン、ギニア マダガスカルである。ボツワナは、ダイヤモンドとニッケルの伸びが大きく その他の国々は原油輸出の伸びが大きい。その他、アンゴラ、南ア 平均以上に伸びている。輸入増加の上位国はマラウイを除き資源輸出国である。マラウイは二〇〇七年の台湾断交後、経済関係が急伸したためであり、基本的にはたばこ輸出の伸びに依存している。　
同じく二〇〇〇年代後半の中国
の対アフリカ輸出額（二〇〇五年から〇八年）で比較すると、南ア、ナイジェリア、エジプト アルジェ
リアといった経済規模の大きな国が並ぶ。輸出伸び率ではエジプトが突出していて、赤道ギニア、アンゴラ、リベリア、ザンビア、ルワンダ、チャド、マラウイが五倍以上伸びを見せている。ここでも資源開発投資の活発な国々と消費財輸出が伸びた国が入っ る。貿易収支でみれば、他国とは比較にならないほどアンゴラとの赤字（二〇〇八年、マイナス一九四億ドル）が突出しており、で、そのほかはスーダン （マイナス四四 ・ 八億ドル） コンゴ ・ブラザビル（マイナス三 ・六ル）と原油輸入国との赤字幅が大きい。この動向は〇一年の貿易収支赤字国が、 ⑴スーダン ⑵アンゴラ、⑶赤道ギニアであったこと、〇五年では、⑴アンゴラ、⑵コンゴ・ブラザビル、⑶赤道ギニアであったことからしても大きな変化はなく構造的である。　
中国にとっての貿易黒字はナイ
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財貿易も対アフリカ経済進出の重要な部分を占めている（中国商務部［二〇〇九］ ） 。　
アフリカで中国製消費財の流通
量が爆発的に拡大する過程では、地方中小企業がアフリカ市場に参入したことで中国内の消費財産地とアフリカ各地の市場をつなぐ小規模であるが無数の、総体としてみれば太い流通のルートが確立されている。これによって従来からのバンコク、香港、ドバイなどとアフリカを結んでいた流通ルートの他に、直接中国とアフリカ各 を結ぶ流通経路ができ、中小企業にとっての流通コストが削減されて る（吉田［二〇〇七］ ） 。　
ちなみにアフリカ諸国側のＦＤ







進む理由を丁［二〇〇七］は、 「中国人の多くはアフリカ各地の市場の中で営業してい 数多く 商人たちの需要を集める手段として市場は何よりも重要な活動の舞台となっている。 （中略）…重要 流通拠点における市場の開設は中国国内での安定的な販売ルートを維持するための重要 手段となっ おり、同様の手法はここアフリカでの
市場開拓の際にも適用されている」としている。つまり商城は中国商人にとっ アフリカ進出に関わる様々な機会費用を削減できる場所でありまた、ビジネスチャンスのインキュベーション施設ともなっている。　
現在、商城は南アフリカ・ヨハネ
スブルク都市圏で六箇所に 置されている。最大の非洲商貿城（七万平方メートル）の他 、香港城、百家商城、中国城、東方商城などがあり、それぞれの経営は中国人、インド人 ユダヤ人、南ア人と様々である。ケープタウン等にも中国商城が開発され、南アにおいては都市商業機能の一端を担って る。南ア以外でもナミビア・ウィンドフック中国城やガーナ・アクラ中国友好商品城、ラゴス中華門商業センター、コナクリ温州商貿城などが既設である。　「商城」開発は、不動産開発と一体化した中小ビジネス投資の基盤整備であるが、商城以外で大多数の中国系中小ビジネスを受け入れるのは一般の不動産店舗 り事業所用途不動産である。在来の店舗不動産が、中国系の集中的進出によってチャイナタウン化した事例が南ア・ヨハネスブルグ シリルディン地区 （西羅町唐人街） に見られる。また、商城開発やチャイナタウンの形成がなくとも、ウガンダやケニア




一月の中国アフリカ協力フォーラム（ＦＯＣＡＣ）北京サミットで、中国アフリカ経済貿易協力特区（中ア協力特区）を設置することを発表した。特区は深圳やアモイの経済特区開発の考え方 用いて、基盤と制度を整備し、外資（アフリカでは中国系企業）の進出 促すことを目的としている。中国商務部は中ア協力特区を含めて世界中に五〇カ所程度の特区を設置す ことを発表している。 ア協力特区の開発に、商務部は二五〇〇万ドルの無償資金協力、二・五億ドルの有償協力を実施し 同時に輸出税還付、外貨優遇、進出中小企業へ例優遇措置を設けるとしている。　
中ア協力特区はザンビア、ナイ
ジェリア、エジプト、モーリシャスに設置される計画であり 鉱物資




中国商務部 元商務副大臣で、現在、中国国際経済交流センター事務局長である魏建国は、一義的には中国の経済開発の経験を活かしつつ、中国企業がアフリカ投資する環境を整備することとしている。同時に、特区開発の背景には、中国国内の余剰生産設備の問題があり、消費財生産企業の対外移転を促す必要があること、また鉱物資源の輸入に起因する対アフリカ貿易の構造的な不均衡状態 改善するために、対アフリカ貿易投資を増やす必要があることも指摘している。さらに欧米市場において国製品に対 る市場制限が拡大している状況からすると、メードインチャイナではなく、メードインアフリカのラベルで欧米市場へアクセスすることが望まれ としている。　
特区の計画は、地域における中
ア経済関係を反映しており、例えば鉱業センター特区はザンビアの銅山開発の中心チャンビシに かれ、企業城下町の親企業にあた銅製錬所に二・五億ドル 投資、六万人の雇用を創造する。そこでは中国非鉄鉱山集団によって銅線





モデル」のアフリカ導入は困難であると 見解を示した。その理由として、中国では企業と政府が緊密に連携して、基盤 整備し、誘致政策をた 継続的なサービス提供を実施しているが、アフリカでは基本的にそのようなシステムが欠如しており、政府が担うべき公共サービスも基盤開発者が責任をおわねばならない。開発特区のコストを長期的リターンで回収しよう









〇九年にかけ 中国の協力のもとに開発されるという壮大な農村型特区開発構想のニュース 賑わった。報道によると、ラカイ県周辺五一八平方キロメートルを九九年間の借地のもと 総合開発し大湖地域自由貿易区（中国ウガンダ自由貿易区）を設置するというも であった。具体的には、二県にまたがるマスタープランを作成し、金融・貿易、ツーリズム、農業、鉱工業、居住が一体となった地域 形スポーツ娯楽、カジノ施設を含む開発をおこない一〇年間で定住人口五〇万の自由 区を目指すというものであった。　
この地域は一九七八年のウガン
ダ・タンザニア戦争の主戦場で、その後早期にエイズ感染が拡大し エイズ遺児問題が深刻化した地域でもある。地域開発の構想は従来からラカ 県にあった いずれも実現化には至っていなかった。他国の特区が中国商務部のプロジェクト




























































































































































二ページ。● 吉田栄一［二〇〇七］ 『アフリカに吹く中国の嵐、ア アの旋風』アジア経済研究所。
表　中国政府・省政府等によるアフリカ地域開発・都市計画協力
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